
Bank of America バンク･オブ･アメリカ･エヌ･エイ 東京支店
平成30年6月22日 東京都中央区日本橋 1－4－1

代表者  　大森　美和

(単位： 百万円) (単位： 百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額   科              目 金額

現 金 預 け 金 940,818           預 金 300,959           経 常 収 益 12,177             
コ ー ル ロ ー ン - 譲 渡 性 預 金 - 5,965              
買 現 先 勘 定 3,748              コ ー ル マ ネ ー - (4,520)             
債券貸借取引支払保証金　 - 売 現 先 勘 定 104                 -
買 入 手 形 - 債券貸借取引受入担保金　 - 2,785              
買 入 金 銭 債 権 - 売 渡 手 形 - -
特 定 取 引 資 産 3,500              コマーシャル･ペーパー　 - 3,426              
金 銭 の 信 託 - 特 定 取 引 負 債 - -
有 価 証 券 - 借 用 金 - 経 常 費 用 9,886              
貸 出 金 253,796           外 国 為 替 26,033             3,585              
外 国 為 替 8,930              そ の 他 負 債 84,553             (195)                
そ の 他 資 産 85,832             賞 与 引 当 金 48                  1,277              
有 形 固 定 資 産 20                  退 職 給 付 引 当 金 211                 8                    
無 形 固 定 資 産 8                    特 別 法 上 の 引 当 金 - 0                    
繰 延 税 金 資 産 390                 金融商品取引責任準備金　 - 4,927              
支 払 承 諾 見 返 1,907              繰 延 税 金 負 債 - 87                  
貸 倒 引 当 金 - 負 の の れ ん -                    経 常 利 益 2,290              
本 支 店 勘 定 292,299           支 払 承 諾 1,907              特 別 利 益 -

本 支 店 勘 定 1,176,234         特 別 損 失 -
小 計 1,590,053         税 引 前 当 期 純 利 益 2,290              

持 込 資 本 金 2,000              法人税、住民税 及び 事業税 1,056              
繰 越 利 益 剰 余 金 △ 800 法 人 税 等 調 整 額 △ 158             
その他有価証券評価差額金　 - 法 人 税 等 合 計 897                 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 - 当 期 純 利 益 1,392              
土 地 再 評 価 差 額 金 -

合 計 1,591,252         合 計 1,591,252         
(注) 1.　貸出金のうち、破綻先債権、延滞債権、3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額、並びにその合計額　／　該当なし

2.　有形固定資産の減価償却累計額　／ 167百万円
3.　担保に供している資産　／　10,230百万円

          本店／アメリカ合衆国２８２０２ノース･カロライナ州シャーロット市スイート１７０、ノース･トライオン･ストリート１００

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

資 金 運 用 収 益
( う ち 貸 出 金 利 息 )
(うち有価証券利息配当金)　　
役 務 取 引 等 収 益
特 定 取 引 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用
( う ち 預 金 利 息 )
役 務 取 引 等 費 用
特 定 取 引 費 用
そ の 他 業 務 費 用

平成30年 3月31日まで

決算公告 

貸借対照表
(平成30年3月31日現在)

損益計算書
平成29年 4月 1日から


